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○新地町協働のまちづくり推進事業補助金交付要綱 

平成１８年３月２０日訓令第５号 

改正 

平成２３年７月１日訓令第８号 

平成２７年３月２０日訓令第９号 

平成２８年３月２８日訓令第３６号 

平成３０年４月１９日訓令第１３号 

令和３年３月２９日訓令第８号 

新地町協働のまちづくり推進事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，町と行政区又は地域づくり団体等（以下「団体」という。）が，

町と協働して行う地域振興のための事業（以下「協働のまちづくり事業」とい

う。）を推進するため，補助金を交付することに関し，必要な事項を定めるものと

する。 

（目的） 

第２条 この事業は，住民の自主的な取り組みをさらに拡大し，住民が主体的に，地

域の特性を活かした地域づくりを積極的に進めることにより，第６次新地町総合計

画（以下「総合計画」という。）の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第３条 この要綱において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(１) 行政区 新地町行政区設置条例（昭和４８年新地町条例第１号）第１条に規

定する行政区をいう。 

(２) 地域づくり団体等 地域振興に寄与する事業を行う団体等で，町民１０名以

上の構成員を有する組織をいう。 

(３) ソフト事業 人材育成，広報・ＰＲ，福祉，子育て支援，伝統文化の伝承，

花いっぱい運動，行政区が行うレクリエーション等の活動事業をいう。 

(４) ハード事業 生活環境の整備及び産業，観光，文化，スポーツ・レクリエー

ション等の施設及び設備の整備事業をいう。 
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（補助対象事業） 

第４条 補助の対象とする協働のまちづくり事業は，総事業費が５万円以上で総合計

画の実現に寄与する次に掲げる事業とする。 

(１) 行政区にあっては，次に該当していること。 

ア 行政区の総意による事業として，地区民の理解が得られていること。 

イ 行政区内はもとより広域的な地域振興が図られること。 

(２) 団体にあっては，同一事業２年を限度とし，地域の資源や特性を活かした地

域振興のために行う事業で，次に該当していること。ただし，新地町観光協会及

び被災者自立育成関係団体を除く。 

ア 営利を目的とするものではなく，地域振興のために行われる事業であること。 

イ 団体の事業として継続的に取り組むものであること。 

(３) 新地町観光協会にあっては，新地町内の花いっぱい運動として継続的に行わ

れる事業であること。 

(４) 被災者自立育成関係団体にあっては，被災者の自立支援のために行われる事

業であること。 

（補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は，前条に掲げる事業に直接要する次の経費とする。 

(１) 報償費（講師謝礼等） 

(２) 旅費（研修旅費等） 

(３) 需用費 

(４) 役務費（通信運搬費・広告宣伝費等） 

(５) 委託費（やむを得ず業者委託する直接工事費等） 

(６) 使用料及び賃借料（会場使用料等） 

(７) その他町長が必要と認める経費 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は，予算の範囲内で，次のとおりとし，千円未満の端数は切り捨

てるものとする。ただし，町長が特に必要と認める場合は，この限りではない。 

(１) 行政区 総事業費の５分の４以内 

(２) 団体 総事業費の３分の２以内 

(３) 新地町観光協会 総事業費 １０分の１０ 
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(４) 被災者自立育成関係団体 総事業費 １０分の１０ 

２ 補助金の限度額は，ソフト事業にあっては３０万円（行政区が行うレクリエーシ

ョン活動については，毎年度別に定める範囲内の額），ハード事業にあっては５０

万円とする。ただし，町長が特に必要と認める場合は，この限りではない。 

（補助金の交付申請等） 

第７条 補助金の交付申請等に関しては，新地町補助金等交付規則（昭和５０年新地

町規則第５号）及び新地町補助金交付要綱（昭和５０年新地町訓令第４号）の定め

るところによるものとする。 

（その他） 

第８条 この要綱に定めるもののほか，この事業の実施に関し必要な事項は，町長が

別に定める。 

附 則 

この要綱は，平成１８年４月１日から施行し，令和８年３月３１日までその効力を

有する。 

附 則（平成２３年７月１日訓令第８号） 

この訓令は，平成２３年７月１日から施行し，平成２３年４月１日から適用する。 

附 則（平成２７年３月２０日訓令第９号） 

この訓令は，平成２７年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２８日訓令第３６号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成３０年４月１９日訓令第１３号） 

この訓令は，公布の日から施行する。 

附 則（令和３年３月２９日訓令第８号） 

この訓令は，公布の日から施行する。 

 


